
別表第１
	種　別
	事　　　　　　　業
	雇用要件

	製造業
	産業に関する分類の名称及び分類表を定める等の件（平成19年総務省告示第618号）に定める日本標準産業分類（以下「日本標準産業分類表」という。）に掲げる大分類項目Ｅの製造業をいう。
	新規正規雇用者数2人（雇用奨励費の要件は5人以上）


	情報通信関連型企業
	情報通信関連事業（次に掲げるいずれかの区分に応じ、それぞれ当該区分に定める事業に限る。）
ア　コールセンター事業　コンピュータと通信回線を利用して、集約的に顧客サービス業務（相談、案内、受発注、管理、運用その他のインバウンド業務に限る。）を行う事業
イ　データセンター事業　顧客のサーバ（ネットワークでつながったコンピュータ上で他のコンピュータにファイルやデータ等を提供するコンピュータ。以下同じ。）を預かる、又は顧客にサーバを貸し出すことにより、インターネットへの接続回線及び保守・運用サービスを提供する事業であって、日本標準産業分類表に掲げる細分類番号3719のその他の固定電気通信業に属するＩＤＣ（インターネット・データ・センター）事業
ウ　マネジメント・サービス・プロバイダ事業　企業が保有するサーバやネットワークに関する運用、監視、保守を請け負う事業
エ　ソフトウェア事業　日本標準産業分類表に掲げる小分類番号391のソフトウェア　業
オ　デジタルコンテンツ事業　映画、音楽、演劇、文芸、写真、漫画、アニメーション、コンピュータゲームその他の文字、図形、色彩、音声、動作若しくは映像若しくはこれらを組み合わせたもの又はこれらに係る情報を電子計算機を介して提供するためのプログラムをデジタル形式で記録し、ネットワークサービス又はデジタル放送サービスにおいて提供するため、マークアップ言語又はデータベース操作言語により編集加工・製作する事業

	

	研究開発型企業

	製造業を営む企業が行う物品の製造又は加工に係る基礎研究、応用研究若しくは開発研究（以下「研究開発」という。）の事業であって、研究開発専門の部門を設置し、専従研究員（専ら研究開発に従事する雇用者で、システムエンジニアリングを含む。）を雇用して行う事業をいう。
	

	流通関連業種のうち、県を越えた広域物流ネットワークを構築する企業
	道路貨物運送業
　日本標準産業分類表に掲げる中分類番号44の道路貨物運送業
	

	
	水運業（次に掲げるいずれかに該当する事業に限る。）
　ア　日本標準産業分類表に掲げる小分類451の外航海運業
　イ　日本標準産業分類表に掲げる小分類452の沿海海運業
	

	
	航空運輸業
　日本標準産業分類表に掲げる小分類番号461の航空運送業
	

	
	倉庫業
　日本標準産業分類表に掲げる中分類番号47の倉庫業
	

	
	卸売業
　日本標準産業分類表に掲げる大分類項目Iの卸売業，小売業のうち、中分類番号50～55の卸売業
	


別表第２（第５条、第１０条関係）
	区　分
	経　　　　　費

	集約
	１　建物関係：新築、増築、改築に要した費用
２　生産設備関係（設計用機器及び通信用設備を含む）：新規購入費、移送費、設置費、調整費
３　一般設備関係：新規購入費、移送費、設置費
４　集約に伴う臨時的費用であって知事が認めたもの

	事業承継
	１　建物関係：閉鎖前工場等の建物の取得、増築、改築に要した費用
２　生産設備関係（設計用機器及び通信用設備を含む）：閉鎖前工場等の生産設備の取得、新規購入費、設置費、調整費
３　一般設備関係：閉鎖前工場等の一般設備の取得、新規購入費、設置費
４　事業承継に伴う臨時的費用であって知事が認めたもの


別表第３（第８条関係）
	次に掲げる事項の変更以外の変更

	１　指定企業の名称の変更
２　工場等の立地場所の変更
３　工事等完了予定日の３０日を超える変更
４　投下固定資産の予定額の変更であって、総額の１０％を超える増減又は変更額が１千万円を超える変更
５　新規正規雇用者数の５０％を超える変更
６　別表第４の左欄に掲げる雇用要件達成人数の区分の変更　


別表第４（第１０条関係）
	雇用要件の達成人数
（増加正規雇用者数）
	補助率
	交付限度

	2人～4人
	投下固定資産額×10％
	500万円

	5人以上
	投下固定資産額×10％
	3,000万円

	10人以上
	投下固定資産額×20％
	6,000万円
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